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1. 医療法に基づく医療計画（第８次）
2. 新秋田元気創造プランや介護保険事業支援

計画など県の各種計画との整合性を図り策
定

1. 県民がいつでもどこでも、自分らしい暮ら
しを人生の最期まで続けることができる安
全で質が高い医療を受けられる体制

2. 医療機能の分化・連携による地域全体で疾
病を治し、支え、寄り添う医療提供体制

3. 保健・医療・介護・福祉が連携を図った切
れ目のない体制

第２節 基本理念

令和６年度～令和11年度(６年間)

※ 在宅医療その他必要な事項については３年目に見直し

全国一の高齢化先進県である本県にあって、
医療ニーズに対応した医療提供体制の充実・
強化を図るため、新たな計画を策定する。

第１節 計画策定の趣旨

第４節 計画の期間

第３節 計画の位置付け

第１章 基本方針 総論編

《秋田県医療の目指す姿》

住み慣れた地域で暮らし続けたいという県民のニーズに応え、
かつ、質の高い保健医療サービスを将来にわたって持続的に提
供できる体制が構築されている秋田県

【目指す姿イメージ】

秋田県医療保健福祉計画（案）の概要について 医務薬事課



１ 人口構造
○ 総人口、年齢三区分（0～14歳、15～64歳、65歳以上）人口、高齢

化率、世帯数

２ 人口動態
○ 出生数、死亡数、平均寿命

３ 住民の健康状況
○ 生活習慣（食生活、運動、休養、喫煙、アルコール）の状況
○ 生活習慣病等（肥満者、メタボリックシンドローム等）の状況
○ 健（検）診（特定健康診査・特定保健指導、がん検診）の状況

４ 住民の受療状況
○ 入院・外来患者数 （図１、図２）

（受療率、傷病分類別受療率、年齢階級別受療率）
○ 患者の受療動向
○ 病床利用率
○ 平均在院日数

第２節 保健医療に関する状況

県の総面積、位置及び地勢などについて記載

第１節 秋田県の姿

第２章 秋田県の保健医療の現状

１ 病院・診療所 （図３）
※ 人口10万対の施設数は、精神病院と一般診療所は全国平均を

上回るが、一般病院と歯科診療所は全国平均を下回っている。
※ 人口10万対の病床数は、療養病床を除き全国平均を上回って

いる。（一般病床、精神病床、結核病床、感染症病床）

２ 薬局
※ 人口10万対の薬局数は、全国平均を上回っている。

３ 訪問看護ステーション
※ 事業所数は増加しているものの、人口10万対で全国平均を下

回っている。

第３節 医療提供施設の状況
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【図１】

【図３】

【図２】

秋田県医療保健福祉計画（案）の概要について



県民のニーズに応えた医療提供体制の体系化
や医療・保健・福祉の連携を図るための地域単
位として設定する。（表１、図４）

二次医療圏については、検討の結果、次のと
おり３つの二次医療圏を設定することとした。

第３章 医療圏と基準病床数 【表１】
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【図４】

単位地域区 域区 分

各市町村
住民の健康管理、予防、日常的な疾病や外傷等に対処して、
日常生活に密着した医療・保健・福祉サービスを提供する
地域。

一次医療圏

３つの二次医療圏

都市と周辺地域を一体とした広域的な日常の生活圏で特殊
な医療を除いた入院治療や包括的な医療サービスが行われ
る地域で、病院及び診療所の一般病床及び療養病床の整備
を図る地域的単位。

二次医療圏

県全域二次医療圏で対応することが困難で特殊な医療サービスが
行われる広域的な区域。

三次医療圏

《期待される効果》

1. 各医療圏で、一般の入院に係る医療が完結

2. 各医療圏において、緊急PCIやハイリスク分娩
などの専門的な医療に対応できる体制を確保

3. 在宅医療など地域包括ケアシステムを支える病
院と緊急手術や救急搬送に確実に対応する主に
急性期医療を担う病院との役割分担と連携によ
り医療を効率的に提供できる体制を確保

4. 医師等の技術向上の環境が整備

《二次医療圏の設定理由》

1. いずれの二次医療圏でも国の見直し基準をクリ
アしている。

2. 今後の人口減少を見越し、長期的視野に立った
医療提供体制を整備できる。（特段の事情がな
い限り、次回設定での見直しは不要）

3. 疾病・事業ごとの課題を考えるに当たり、役割
分担や連携の選択肢が広がる。

4. 県北・県央・県南とバランスのとれた医療提供
体制の整備が可能である。

第１節 医療圏の設定

二 次 医 療 圏 図
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秋田県医療保健福祉計画（案）の概要について



病床整備の上限値として法令等に沿って算定（表２）

・ 療養病床及び一般病床（二次医療圏ごと）

・ 精神病床、結核病床、感染症病床（県全域）

第３章 医療圏と基準病床数

【表２】
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既存病床数基準病床数圏 域病床種別

2,4302,133 県 北

療養病床

及び

一般病床

5,7165,286県 央

2,4902,867県 南

10,63610,286計

3,8282,969県全域精神病床

3626県全域結核病床

3636県全域感染症病床

第１章 いつでもどこでも受けられる
医療体制づくり

第２節 基準病床数

各論編

【地域の中核的な病院の整備】

1. 地域医療の中核となる公立病院や公的病院など公的な医療
機関への支援等

【医療機能を考慮した医療提供施設の整備】

1. 本県の三次医療機能に係る地域間格差の是正に向けた取組
の促進

2. 高齢者に特有の疾患等の予防・治療の研究推進

【医療に関する情報化】

1. ＩＣＴの活用による地域医療ネットワークの拡大

2. 在宅医療・介護ＩＣＴ連携システムの活用などによるオン
ライン診療や在宅医療に携わる多職種連携の推進

3. 機能分化・連携のための遠隔画像連携システムの整備な
ど、遠隔医療による診療支援体制の整備

【医療安全対策】

1. 医療機関の安全管理体制等の構築を支援

第１節 地域医療提供体制の充実

秋田県医療保健福祉計画（案）の概要について



【現状・課題、目指すべき方向性・主要な施策の主な記載内容】

① がん

科学的根拠に基づく、がん検診を含むがん予防の充実

がん診療連携拠点病院等を中心とした、質の高い持続可能な
がん医療の提供

がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる地域社会の構築

② 脳卒中

発症予防に向けた取組や支援

発症後の適切な病院前救護やデジタル技術を活用した急性期診
療体制、回復期や維持期・生活期までの医療連携体制の構築

③ 心血管疾患

発症予防に向けた取組や支援

発症後の救護・搬送や専門的な治療が可能な体制、合併症予防
や在宅復帰のためのリハビリテーションが可能な体制の構築

④ 糖尿病

発症予防、糖尿病及び合併症の治療・重症化予防のそれぞれの
ステージに重点を置いて取り組むための体制の構築

⑤ 精神疾患

患者の病状に応じ、医療、障害福祉・介護その他のサービスを
切れ目なく受けられる体制整備の推進

秋田県医療保健福祉計画（案）の概要について

圏域：８圏域（旧二次医療圏）とし、３圏域に向けて引き続き協議
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第１章 いつでもどこでも受けられる医療体制づくり

第２節 ５疾病・６事業及び在宅医療の医療体制

⑥ 救急医療

増加する高齢者の救急や、特に配慮を要する救急患者を受け入れる
ために、地域における救急医療機関の役割の明確化

⑦ 災害医療

関係機関相互の連携により、災害時においても必要な医療が確保さ
れる体制の構築

⑧ 新興感染症発生・まん延時における医療

県民のためにオール秋田で臨む医療提供体制の構築

社会福祉施設における感染症対策の支援強化

⑨ へき地医療

医師の確保に配慮するとともに、オンライン診療を含む遠隔医療を
活用したへき地医療の提供に対する支援

⑩ 周産期医療

ハイリスク妊産婦等の搬送受入体制の維持向上を図るため、周産期
母子医療センターを中心とした連携体制の整備

⑪ 小児医療

子どもの健康を守るため、保健・福祉分野とも連携した支援体制及
び症状に応じた対応が可能な体制の構築

⑫ 在宅医療

地域の実情に応じた在宅医療提供体制の構築

市町村が行う在宅医療・介護連携推進事業との連携の促進

ＩＣＴの活用による多職種連携の促進

【記載事項】

○ 現状・課題 ○ 目指すべき方向性・主要な施策

○ 圏域の設定 ○ 数値目標

圏域：８圏域（旧二次医療圏）

圏域：８圏域（旧二次医療圏）
ただし、大動脈解離は三次医療圏

圏域：３圏域（二次医療圏）

圏域：３圏域（二次医療圏）

圏域：８圏域（旧二次医療圏）

圏域：３圏域（二次医療圏）

圏域：８圏域（旧二次医療圏）

圏域：３圏域（二次医療圏）

圏域：３圏域（二次医療圏）

圏域：１圏域（三次医療圏）

圏域：３圏域（二次医療圏）
なお、大動脈解離など高度な処置が必要な疾病は、三次医療圏単位
で体制を構築



主な数値目標

(目標値の考え方)目標値(年次)現状指標疾病・事業

R10年の全国平均値 (推計）
を目標

６０．１R3７７．２
75歳未満年齢調整死亡率

（人口10万対）
がん

健康秋田21の目標値に基づく男性 37.0 女性 18.8R4男性 45.5 女性 22.3
脳血管疾患患者の年齢調整死亡率

（人口10万対）
脳卒中

健康秋田21の目標値に基づく男性 47.0 女性 25.4R4男性 51.5 女性 27.1
心疾患患者の年齢調整死亡率

（人口10万対）
心血管疾患

現状の全国平均値を目標男性 5.5 女性 2.2R2男性 7.6 女性 2.8
糖尿病患者の年齢調整死亡率

（人口10万対）
糖尿病

全国上位10％の達成日数３２５日R2３１８日
精神病床からの退院後１年以内の地域で
の平均生活日数（地域平均生活日数）精神疾患

広域的な救命救急体制を充実４施設R5２施設転棟・転院調整をする者を常時
配置している救命救急センターの数救急医療

全病院における計画の策定１００％（51病院）R5３５．２％災害拠点病院以外の病院にお
ける業務継続計画の策定率

災害医療

新型コロナ対応時の最大値の
確保

１００床 ３００床
(流行初期) (初期以降)

ーー確保病床数
新興感染症発生・

まん延時における医療

全地域における実施体制の確
保

０地域R5５地域巡回診療や患者輸送等が実施
されていない無医地区等

へき地医療

全国平均以下を目標３．３R4３．３周産期死亡率
（出産千対の周辺５年平均）

周産期医療

現在の水準維持を目標１．３R4１．３乳児死亡率（出生千対）小児医療

在宅医療等の需要推計に基づ
く値以上を目標

５，４２６人以上R3４，９３３人訪問診療を受けた患者数
（人口10万対）

在宅医療

7

第１章 いつでもどこでも受けられる医療体制づくり

第２節 ５疾病・６事業及び在宅医療の医療体制

秋田県医療保健福祉計画（案）の概要について



障害保健医療対策や結核・感染症対策など、疾病予防、介護、公衆衛生、薬事、社会福祉その他医療と密接に関連を有する対
策について、患者支援のための連携体制の構築や相談体制の整備、普及啓発の促進などを記載
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第１章 いつでもどこでも受けられる医療体制づくり

第３節 その他の医療対策

健康寿命の延伸と健康格差の縮小、地域包括ケアシステムの深化・推進、高齢者や障害児・者、母子保健及び子育てに関する取
組を記載

第２章 保健・医療・福祉の総合的な取組

医師に関しては、令和６年３月策定の「秋田県医師確保計画」をこの計画における医師の確保に関する事項に位置付け

薬剤師に関しては、中高生などを対象に薬剤師の魅力を伝える啓発事業を実施

看護職員に関しては、看護師養成所への運営支援やナースセンターでの相談対応

理学療法士・作業療法士・視能訓練士・言語聴覚士に関しては、リハビリ関係職養成施設の学生に対し、修学資金を貸与 等

第３章 医療関係の人材確保と資質の向上

平成28年10月に策定した秋田県地域医療構想を引き続きこの計画
における地域医療構想に位置付け

第５章 地域医療構想

医療審議会や地域医療構想調整会議等の場で計画推進
のための協議を行い、目標の達成を図る。

５疾病・６事業及び在宅医療について、数値目標の年
次推移や施策の進捗状況を定期的に把握し評価を行う。

第６章 医療計画の推進

令和６年３月策定の「秋田県外来医療計画」をこの計画における
外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項に位置付け

第４章 外来医療に係る医療体制の確保

秋田県医療保健福祉計画（案）の概要について



次期秋田県医療保健福祉計画（案）における
薬局、医薬品の適正使用の概要

令和６年３月

医務薬事課

9



２ 薬局について
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総論編 第２章 秋田県の保健医療の現状 第３節 医療提供施設の状況

令和5年3月31日現在の秋田県の薬局数は、526施設です。人口10万対の薬局数をみ
ると、56.6施設です。
また、令和4年度の処方せん受取率の推計によると、秋田県の分業率は89.3％で全国

平均76.6％を大きく上回り、全国第1位となっています。

区  分 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 

薬局数 

秋田県 
531 521 525 525 526 

(54.1) (53.9) (54.7) (55.6) (56.6) 

全 国 
59,613 60,171 60,951 61,791 62,375 

(47.1) (47.7) (48.3) (49.2) (49.9) 

分業率 秋田県 88.2 88.9 89.6 89.2 89.3 

(％) 全 国 74.0 74.9 75.7 75.3 76.6 

 出典：薬局数：厚生労働省「衛生行政報告例」 ※（ ）内は人口10万対

分業率：「処方せん受取率の推計「全保険（社保+国保+後期高齢者）」」
（公益社団法人日本薬剤師会）

表３ 薬局数と分業率の推移



１１ 医薬品の適正使用対策
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各論編 第１章 いつでもどこでも受けられる医療体制づくり 第３節 その他の医療対策

○    現 状 と 課 題    ○

◇ 薬局は５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれの医療連携体制の中で、調剤を中心とした医薬
品、医療・衛生材料等の供給の拠点としての役割に加え、医療機関等と連携して患者の服薬情報
の一元的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導を行うこと、入退院時における医療機
関等との連携、夜間・休日等の調剤や電話相談への対応等の役割を果たすことが求められてお
り、薬局の機能について患者や住民に対する分かりやすい情報提供の推進を図ることが重要と
なっています。

◇ 地域包括ケアシステムが機能するためにはその調整役が必要であり、かかりつけ医、かかりつ
け薬剤師・薬局、ケアマネジャー等の役割が重要となっています。

◇ 医薬品の適正使用の観点から推進に努めている本県の医薬分業は、平成14年度には70％を超
え（日本薬剤師会推計）、令和４年度の医薬分業率は89.3％であり、全国平均の76.6％を大きく
上回り、全国で第１位となっています。



◇ 厚生労働省では、「患者のための薬局ビジョン」を策定し、かかりつけ薬剤師・薬局の機能と
して、

① 服薬情報の一元的・継続的把握とそれに基づく薬学的管理・指導
② 24時間対応・在宅対応
③ 医療機関等との連携

をあげ、また、患者等のニーズに応じて強化・充実すべき機能として、
① 積極的に地域住民の健康の維持・増進を支援する健康サポート機能
② 専門的な薬物療法を提供する高度薬学管理機能

を提示し、薬局再編の全体像として、2025年までに全ての薬局を「かかりつけ薬局」に再編す
ることを目指しています。

また、セルフメディケーション※の推進の観点から、薬局・薬剤師を地域の健康情報の拠点と
して活用するため、かかりつけ薬剤師・薬局の基本的な機能を備えた上で積極的に地域住民の健
康の維持・増進を支援する「健康サポート薬局」の届出・公表制度を平成28年10月から開始し
ています。

加えて令和３年8月より、患者が自身に適した薬局を選択できるよう、入退院時等の医療機関
等との情報交換や、在宅医療等に地域の薬局と連携しながら一元的・継続的に対応できる薬局
（地域連携薬局）や、がん等の専門的な薬学管理に関係機関と連携して対応できる薬局（専門医
療機関連携薬局）が制度化されています。

１１ 医薬品の適正使用対策
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各論編 第１章 いつでもどこでも受けられる医療体制づくり 第３節 その他の医療対策

○    現 状 と 課 題    ○

※セルフメディケーションは、世界保健機関（ＷＨＯ）において、「自分自身の健康に責任を持ち、
軽度な身体の不調は自分で手当てすること」と定義されています。



１１ 医薬品の適正使用対策
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各論編 第１章 いつでもどこでも受けられる医療体制づくり 第３節 その他の医療対策

○    現 状 と 課 題    ○

◇ 新薬と同じ有効成分で薬価の安い後発医薬品の使用により、患者負担の軽減や医療保険財政
の改善を図ることができます。本県の後発医薬品の使用状況は、令和４年度で84.2％（全国21
位）となっており、今後は現状を維持しつつも、併せて複数種類の医薬品の投与の適正化や、
医薬品不足に柔軟に対応する等、医薬品の適正使用について推進していく必要があります。

○    目標・目指すべき方向    ○

◆ 県民が医薬分業の利点を実感できるよう、患者本位の医薬分業の実現を目指します。

◆ 地域包括ケアシステムの一翼を担うかかりつけ薬剤師・薬局が、かかりつけ医やケアマネ
ジャー等とともにネットワークの調整機能としても貢献できるよう支援します。

◆ 地域住民による主体的な健康の維持・増進を積極的に支援する「健康サポート薬局」の一層
の周知を図ります。

◆ 入退院時等における医療機関等との情報交換や、在宅医療等における地域の医療機関や他の
薬局と連携しながら患者に対し一元的・継続的に対応できる「地域連携薬局」の周知を図りま
す。

◆ 災害時等において、緊急的に必要となる医薬品等の備蓄体制を構築します。



１１ 医薬品の適正使用対策

14

各論編 第１章 いつでもどこでも受けられる医療体制づくり 第３節 その他の医療対策

○    主 要 な 施 策    ○

◆ 「患者のための薬局ビジョン」を踏まえ、かかりつけ薬剤師・薬局の機能（お薬手帳を活用
した服薬情報の一元的・継続的把握等）や、地域連携薬局、健康サポート薬局の重要性等につい
て、普及啓発していきます。

◆ 地域包括ケアシステムにおけるかかりつけ薬剤師・薬局として、ICTを活用した診療情報の共
有化やネットワーク調整機能（患者等も含めた「顔の見える関係づくり」）、地域の中で支援を
必要とされる患者・要介護者へ確実に支援が届くための活動の実施可能性等について検討してい
きます。

◆ 地域住民が日常的に気軽に立ち寄ることができるという薬局の特性を生かし、薬局利用者本
人又はその家族等からの健康や介護等に関する相談を受け、解決策の提案や適当な行政・関係機
関へ連絡・紹介を行う健康情報拠点としての健康サポート薬局が十分に貢献できるよう、その活
用方法や支援方法等を検討していきます。

◆ 県民が後発医薬品を含めた医薬品を安心して使用できるよう、医薬品の適正使用について正
しい情報を提供する等、効果的な活用のため関係機関との連携を図る等、環境整備に努めます。

◆ 秋田県薬剤師会医薬品情報センターに設置する「ファクシミリ一斉同報システム」等を活用
し、薬局及び医療機関への迅速な情報伝達を図ります。

◆ 被災時に必要な医薬品及び衛生材料等について、医薬品卸売販売業者及び医療機器販売業者
等と連携を取りながら、流通在庫備蓄方式により備蓄体制の整備に努めます。


